広島では，西寮の部屋に１２人が入った。食事は量が少なく，いつ

　も空腹でいた。食事について日本人との違いはなかった。１か月ほど

　職業訓練等を受けてから，広島機械製作所の鋳鉄工場で，高等師範学

　校の日本人学生の班長のもとで，午前８時から午後６時ころまで，溶

　鉄の作業に従事した。夜勤は週に４日ほどあった。給料の半分は家に

　送金するという話だった。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，工場で就労中に原爆が投下

　された。ものすごい音と光で溶解炉の足場から転げ落ち，防空壕に逃

　げ込んだが，このときに右手の中指を骨折し，今でも指は曲がったま

　まである。寮は壊れて住める状態ではなく，何の指示もないので，寮

　の近くの駐在所で証明書を貰って下関まで行き，１５日ほど土方をし

　て貯めた金で船に乗り帰国した。家に戻ってからは農地が取り上げら

　れていたので，土方をして生活した。

（２９）控訴人李相火枽（控訴人番号２９）

　　控訴人李相火枽（１９２３年４月１５日生）（創氏改名による日本名

は慶本相火枽）は，平澤郡浦升面で，両親，兄，姉，弟３人と共に，小

　作農をして生活していた。昭和１９年（１９４４年）８月に徴用令書

　の交付を受け，翌日学校に集められて，三菱のマークのついた帽子を

　被った人から，給料の半分は家族に送るという話があった。翌日，客

　車で釜山に運ばれて，広島まで連れて行かれた。

　　広島では，西寮の８畳間の部屋に８人が入れられた。寮の周りには

　監視の人がいた。食事は量が少なく，休日に許可を得て外出し，お粥

　を食べに行ったこともあった。ご飯が腐っているような臭いがして騒

　動が起こったこともあった。

　　広島機械製作所の鋳鉄工場で，午前７時から午後５時まで，ボイラ

　ーに石炭を入れて燃やす作業に従事した。残業や夜勤もあった。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，工場のボイラー室で火を焚

　こうとしたときに原爆が投下され，防空壕に避難した。翌日，寮に戻

　ると建物が倒れかかっていたため，韓国人の飯場に行って８月１０日

　まで過ごし，それから山口を経て下関に行き，８月下旬に帰国した。

　　旧三菱からの送金はされておらず，再び，農業に従事したが，足腰

　が痛く，歩くのもむずかしくなった。

（３０）控訴人方禹植（控訴人番号３０）

　　控訴人方禹植（１９２３年１１月１５日生）（創氏改名による日本

　名は片山禹植）は，平澤郡青北面後寺里で，祖父母，両親，兄，弟２

　人，妹２人と共に，農業をして生活していた。昭和１９年（１９４４

　年）９月初め，徴用令書の交付を受け，郡庁に集められて説明を聞い

　た後，客車で釜山に行き，下関を経て広島まで連れて行かれた。

　　広島では寮の８人部屋で寝起きしていたが，寮には，「とりしま

　（取締）」という監視の人間がいた。食事は量が少なく，足りなかっ

　た。

　　到着して１か月ほど作業の訓練を受けた後，旧三菱の従業員が警備

　している鋳鉄工場で，午前８時から午後６時か６時半ころまで，溶解

　した鉄を取り出して運ぶ作業に従事した。残業もあった。給料の一部

　を，３，４回家族に送ったこともあった。休日には市内に出てお粥を

　食べたりした。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日に原爆が投下された時には，工

　場の防空壕の中にいたが，壕が崩れて腰を痛めた。その後，山の方に

　避難して，３日ほどして寮に戻ったが，建物はつぶれていて，罹災証

　明書を貰って８月２０日ころまで野宿して過ごした。それから，下関

　まで行き，対馬を経由して釜山に戻った。

　　８月２５日に帰郷した後，農地は処分していたので植木職人の仕事

　をして生活したが，腰痛で無理はできず，足先が冷えたり，胸に霧が

　かかったような咳が出る。その後，目も悪くなった。腰は手術を受け，

　漢方薬を飲み続けた。

（３１）控訴人李倫求（控訴人番号３１）

　　控訴人李倫求（１９２０年１１月２９日生）（創氏改名による日本

　名は亀井倫求）は，平澤郡青北面栗北里６６７番地で，祖母，両親，

　兄，弟，妹４人と共に，小作農をして生活していた。昭和１９年（１

　９４４年）９月上旬に面事務所の徴用係から徴用令書の交付を受けた

　が，その際に，「徴用するから日本に行け。行かないと父母が困るぞ。

　逃げてはならない。逃げたら家族を警察に送るぞ。」といわれた。２

　週間後に召集され，「給料は一部を家族に送金する。」等の説明を受

　けた後，三菱の腕章をした日本人に監視されながら，釜山を経て広島

　に連れて行かれた。

　　広島では西寮の１２畳の部屋に８，９人が入れられて，ひとつの布

　団を２人で使いながら寝起きした。寮でも監視されていた。食事は粗

　末で，日本人と同じにするよう要求して，２回ほど騒ぎになったこと

　がある。

　すぐに広島機械製作所の鋳鉄工場に配属され，高等師範学校の学生

　の班長の下で，午前８暗から午後５暗か６時まで，タービンにコーク

　スや石灰，鉄を入れて溶かし，型を取る作業に従事した。残業のほか，

１週間交替で夜勤もあった。また，２０日間ほど，徳山に行って働い

　たこともあった。給料からは家族への送金分と貯金分が引かれていた。

　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，夜勤明けで工場の中にいた

　ときに原爆が投下された。すぐに外に出たが，爆風で工場が揺れ，左

　耳の鼓膜が破れて聞こえなくなった。落ちてきた破片が頭や足に当た

　って怪我をした。寮に戻ったが，誰もおらず，以後、旧三菱からは何

　の指示もなかった。

　　その後，罹災証明書を貰って，９月下旬まで，広島市内で遺体の片

　付け作業を手伝ってから下関に向かい，闇船で釜山に戻って，１０月

　に家に帰った。再び農業を始めて生活し，耳の治療を受けたが効果が

　なく，膿が出る状態が続いた。

（３２）控訴人鄭鐘憲（控訴人番号３２）

　　控訴人鄭鐘憲（１９２３年２月４日生）（創氏改名による日本名は

　三山鐘憲）は，安城郡元谷面山下里５２３番地で，祖母，両親，弟３

　人，妹３人，妻と１子と共に，面事務所の公務員として働き，父親が

　小作農をして生活していた。昭和１９年（１９４４年）９月初めに徴

　用令書の交付を受け，「給料の半分は家に送金する」旨の説明を受け

　た後，汽車で釜山に行き，下関を経由して広島まで連れて行かれた。

　　広島では，南寮の１２畳の部屋に１２人が入れられた。食事は量が

　少なく，腐ったご飯が出たこともあった。到着してから１か月は軍事

　教練を受け，その後は広島造船所で，１か月見習いをした後，船の溶

　接の作業に従事した。ほとんど毎日残業があった。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，寮で寝ていたときに原爆が

　投下された。その後，仕事はなく，下関まで自分で辿り着いて，８月

　末に家に帰った。帰国後は病気がちで苦しい生活を送っている。

（33）控訴人朱昌輪（控訴人番号３３）

　　控訴人朱昌輪（１９２３年２月１１日生）（創氏改名による日本名

　は文山昌輪）は，平澤郡彭城面老瓦里８８番地で，小作農をして妻と

　１子と共に生活していた。昭和１９年（１９４４年）９月初めに徴用

　令書の交付を受け，１週間後に召集され，「給料の半分は家族に送

　る」などと話があった後，鉄道で釜山に行き，そこからは三菱の帽子

　をかぶった人に監視されながら，下関を経て広島まで連れて行かれた。

　　広島では，南寮の１２畳の部屋に１１人が収容された。食事は量が

　少なく，いつも空腹で，給料は食べ物を買うのに全部使ってしまった。

　　広島造船所の資材課の倉庫係に配属され，荷物の積み下ろしの作業

　に従事した。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，倉庫にいるときに原爆が投

　下された。すぐに防空壕に逃げたが，途中，壊れた工場の塀が左足の

　上に落ち，小指の半分を失う怪我をした。その後，旧三菱の従業員は

　いなくなり，罹災証明書を貰って九州に行き，１か月ほど働いてから

　閻船で帰国した。

　　家に戻ってからは，農地を取り上げられていたために，農家の作業

　を手伝って生活した。足と腕の神経痛に悩まされたほか，平成３年

　（１９９１年）と平成４年（１９９２年）８月に胆石の治療のため広

　島に行き，被爆者健康手帳の交付も受けた。

(34)　控訴人方勲栽（控訴人番号３４）

　　控訴人方勲栽（１９２２年１２月２６日生）（創氏改名による日本

　名は方山勲栽）は，平澤郡EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ママ),彰)城面南山里９２番地で，両親，妻と長女

　と共に，農業の傍ら面事務所に勤務して生活していた。昭和１９年

　（１９４４年）の旧暦の８月に徴用令書の交付を受けたが，軍隊に行

　くよりはましと考えた。郡庁に集められ，警察官らが監視する中で，

　旧三菱の従業員から説明を受けた後，汽車で釜山に行き，船で下関に

　渡って，再び汽車で広島に連れて行かれた。

　　広島では南寮の１２畳の部屋に１２人が収容された。２週間ほどの

　軍事教練の後，広島造船所の資材課倉庫係に配属された。徴用工の分

　隊長として徳山に出張したこともあった。給料は半分が送金されてい

　るとの説明を受けていた。また，腐ったご飯が出たとして抗議したこ

　ともあった。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，造船所構内にいたときに原

　爆が投下され，爆風で倒されて，肱や膝を強打した。寮は壊れて中に

　入ることはできず，その晩は外で過ごした。それから，宮島に逃げて

　韓国人の飯場で働いた後，下関から閤船で釜山に渡り，家に戻った。

　　帰国後は精米所で働き，朝鮮戦争の後は面事務所で働くようになっ

　た。身体が重く，力が出ない状態が帰国後ずっと続き，肩や腰，膝の

　痛みもひどく，平成６年（１９９４年）には，渡日治療で広島原爆病

　院で入院治療を受け，その際に被爆者健康手帳も取得した。

（３５）控訴人鄭昌喜（控訴人番号３５）

　　控訴人鄭昌喜（１９２３年９月１９日生）（創氏改名による日本名

　は野村昌喜）は，ソウル市中区南米倉町で，両親，姉，弟２人と共に

　生活し，朝鮮総督府の鉄道局に勤務していた。昭和１９年（１９４４

　年）９月に徴用令書の交付を受け，１０日後に市庁舎に召集され，三

　菱のマークのついた帽子を被った人に監視されながら，引率されて龍

　山駅から釜山に行き，下関を経由して広島に行った。

　　広島では，北寮の１２畳の部屋に１２人が収容された。食事は少な

　く，いつも空腹で，休日には食べ物を買いに出たりした。

　　到着後，約２週間軍事教練を受けてから，広島造船所の第３工場に

　配属され，午前８時から午後６時まで，鉄板を切ったり，パイプを曲

　げる作業に従事した。監視されていて，怠けると殴られた。酸素ボン

　ベが爆発して，一方の目を失明した人や高所から落ちた人もいた。給

　料は家族に半分送るということだった。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，作業を始める準備中に原爆

　が投下された。爆風に吹き飛ばされたが外傷はなかった。防空壕に避

　難してから寮に戻ったが，旧三菱からは何の指示もなく，２，３日後

　になって握り飯が配給された。８月１５日に祖国の解放を知り，下関

　に向かい，同月３０日に帰国した。

　　家に帰ってからは鉄道局に復職した。帰国後，病気がちになり，胃

　腸病，高血圧，心臓疾患で具合が悪くなった。昭和５６年（１９８１

　年）に，渡日治療で広島原爆病院で２か月治療を受け，被爆者健康手

　帳の交付も受けた。

　　昭和４４年（１９６９年）から昭和５５年（１９８０年）まで援護

　協会の常任理事，平成４年（１９９２年）まで事務局長を務めた。ま

　た，昭和４９年（１９７４年）には同志会を結成して会長になり，同

　年８月には，朴海君らが被控訴人三菱本社を訪れて補償交渉を行った。

（３６）控訴人金在鉉（控訴人番号３６）

　　控訴入金在鉉（１９２３年５月１日生）（創氏改名による日本名は

　金光滉）は，ソウル市城東区上往十里町４４９番地で，両親，兄２人，

　弟２人及び妹と共に生活し，保健所に勤務していた。昭和１９年（１

　９４４年）９月に徴用令書の交付を受け，中学校に集められて，日本

　人から「給料の半分は家族に送る」という話をされた後，日本人に監

　視されながら，龍山駅から貨車で釜山に行き，下関を経て広島まで連

　れて行かれた。

　　広島では，北寮の１１畳位の部屋に９人が入れられた。食事は粗末

　で畳も少なかった。到着後，２週間ほど軍事教練を受けてから，広島

　造船所の第１工場に配属され，午前８時から午後６時まで，タービン

　のパイプを連結する作業に従事した。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，工場で作業を始める準備中

　に原爆が投下された。北寮は半分壊れており，旧三菱の従業員もおら

　ず，３日後には市内の中心部に出て罹災証明書を貰い，同月１５日に

　下関に着いた。その後，船で釜山に渡り，同月末頃，家に帰った。

　　帰国後、髪の毛が抜け、歯茎から出血して疲れやすく、不整脈も

　出るようになった。渡日治療で，昭和５６年（１９８１年）に長崎で

　治療を受け，被爆者健康手帳の交付も受けた。その後，３回以上，渡

　日治療を受けた。

（３７）控訴人権東鶴（控訴人番号３７）

　　控訴人権東鶴（１９２３年１月１５日生）（創氏改名による日本名

　は安東東鶴）は，ソウル市中区桜井町２丁目で，両親，妻と共に生活

　し，コックとして働いていた。昭和１９年（１９４４年）９月２０日

　ころ徴用令書の交付を受け，龍山駅で日本人から「給料の半分は家族

　に送金する」旨の話をされた後，日本人に監視されながら，客車で釜

　山に向かい，下関を経て広島まで連れて行かれた。

　　広島では，北寮の１２畳の部屋に１０人から１２人が入れられた。

　　到着後，１週間の軍事教練を受けてから，広島機械製作所の第１工

　場に配属されたが，すぐに膝を強打して半月ほど歩くことができずに

　寮で休んでおり，その後も力仕事ができないため，掃除や弁当の配達

　等の雑用をしていた。この怪我のために膝が十分に曲がらなくなって

　しまった。家族からの手紙では給料は送金されておらず，工場長に確

　かめたところ，知らないと言われただけだった。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，寮にいるときに原爆が投下

　された。すぐに山の方に逃げたが，翌日戻って，寮で寝泊まりを続け

　た。その間に，雨水が右耳に入って，耳が腫れたことがあった。９月

　中旬ころになって旧三菱の出した木船で柳駅まで行き，そこから下関，

　仙崎を経由して釜山に帰った。

　　９月１９日ころ家に戻り，再びコックとして働き始めた。帰国後，

　耳が治らず，現在でも時々膿が出る。また，膝の調子も悪く，平成７

年（１９９５年）には日本で２か月入院し，その際に被爆者健康手帳

　の交付を受けた。

（３）控訴入金大福（控訴人番号３８）

　　控訴人金大福（１９２３年３月１日生）（創氏改名による日本名は

　金澤嘉一）は，ソウル市城東区下往町で母親，兄夫婦，妻と１子と共

　に生活し，鉄工所で溶接の仕事をしていた。昭和１９年（１９４４

　年）９月に徴用令書の交付を受け，行かなければ罰を受けることから

　行かざるを得ず，１０日後に集められて，三菱のマークを付けた人に

　引率されて，龍山駅から広島まで連れて行かれた。途中，給料が家族

　に送金されると聞いた。

　　広島では，北寮の１２畳の部屋に１２人が入れられた。食事は粗末

　で量も少なかった。休日には市内に出て食べ物を買って食べた。

　　１週間ほど軍事教練を受けてから，広島造船所の第３工場の溶接部

　に配属され，午前８時から午後７時まで，日本人技術者と一緒に働い

　た。残業や徹夜での作業も多くあった。眠気や空腹のため，高所から

　転落した人もいた。火傷や切り傷も多かった。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，工場の横で待避所の穴を掘

　っているときに原爆が投下された。爆風から逃れる際に転んで右手の

　甲を怪我した。それから，５，６日は寮で過ごしたが，旧三菱の従業

　員はいなくなり，食事も出ないので，市内に出て罹災証明書を貰って

　下関まで行き，閤船で同月２１日ころ釜山に帰った。

　　家に戻ってから，再び鉄工所で溶接工として働くようになった。白

　内障で手術を受け，高血圧で通院を続けた。平成８年（１９９６年）
　に，広島で頭部の瘤等に対する治療を受け，その際に被爆者健康手帳

　の交付を受けた。

（３９）控訴人鄭尚華（控訴人番号３９）

　　控訴人鄭尚華（１９２３年１０月２５日生）（創氏改名による日本

　名は広山尚華）は，ソウル市龍山区青坡洞２丁目９０番地で，両親，

　姉，弟，妹と共に，ガラス工場に勤務して生活していた。昭和１９年

　（１９４４年）９月に徴用令書の交付を受け，１週間後に集められて，

　旧三菱の日本人から「給料の半額は家族に送る」等の説明を受けてか

　ら，龍山駅から，旧三菱の人の監視を受けながら，客車で釜山に行き，

　下関を経て広島に連れて行かれた。

　　広島では，北寮の１２畳の部屋に１１人位が入れられた。食事は量

　が少なく，空腹でたまらず，給料は全部食べ物を買うのに使ってしま

　った。食堂の人に抗議したところ，憲兵がやってきて連行され，２時

　間ほど説教されたこともあった。

　　到着後，１週間は軍事教練を受け，その後，広島造船所の第３工場

　に配属され，１日９時間，配管の作業に従事した。週に３回くらい徹

　夜での作業もあった。眠気のため高所から落ちかけたこともあった。

　また，給料は家族には送金されていなかった。

　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，工場にいたときに原爆が投

　下され，爆風で飛ばされたが，怪我はしなかった。その後，旧三菱か

　らは何の指示もなく，５，６日いて，下関に向かい，船賃を稼ぐため

　に２か月ほど働いて，１０月２０日ころソウルに帰った。

　　帰国後，自転車の修理の仕事をして生活したが，１０年ほどしてか

　ら息が苦しくなることが度々あり，その後，高血圧や腰痛，白内障に

　悩まされるようになり，平成７年（１９９５年）と平成８年（１９９

　６年）に広島で治療を受け，その際に被爆者健康手帳の交付を受けた。

（４０）控訴人元福植（控訴人番号４０）

　　控訴人元福植（１９２３年１０月８日生）（創氏改名による日本名

　は元川勝雄）は，京畿道金浦郡開花里で，両親，姉２人，兄，弟４人，

　妹と共に，水利組合の職員をして生活していた。徴兵されそうになっ

　たことから，昭和１９年（１９４４年）１０月，徴用に応じ，金浦郡

　　　庁に集められた徴用工と共に，釜山，下関を経由して広島に連れて行

　　　かれた。その間，旧三菱の従業員と共に，小隊長として監視に当たっ

　　　たりした。

　　　　広島では，北寮の８畳間に小隊長ばかり８人が収容された。寮では，

　　　徴用工達を取りまとめ，工場に引率したり，休日の外出証を出したり

　　　した。

　　　　到着後，１か月ほど工場の見学をしてから，広島造船所の工具庫で

　　　作業に従事したり，診療所で通訳をしたりした。

　　　　昭和２０年（１９４５年）８月６日は，寮にいるときに原爆が投下

　　　された。仲間の徴用工から，日本人が自分を殺すと言っていると聞い

　　　たため，その後は南寮の寮母を頼って一緒に行動した。それから，以

　　　前，広島から長崎に行った人を頼って，同月１３日には長崎に行った

　　　が，戦争が終わったことを知り，下関に戻って，同月２０日ころ闇船

　　　に乗って帰国した。

　　　　同月下旬に故郷に戻ってからは食糧営団に勤務した。平成８年（１

　　　９９６年）に胆石の手術をしたほかは健康を損ねたことはないが，子

　　　供が病弱で亡くなったりしたため，原爆の影響ではないかと不安にな

　　　ったことがある。

２　被爆者に対する援護について

（一）被爆者援護の経過（甲３７，３８，乙６１ないし６３の各１・２，弁

　　論の全趣旨）

　（１）原爆被爆者数は広島市で約４０万人，長崎市で約２７万人，このう

　　　ち朝鮮人被爆者は広島市で約５万人，長崎市で約２万人ともいわれて

　　　いる。

　　　　戦争終結後，日本政府はアメリカ合衆国と共に原子爆弾による被害

　　調査を始めたが，被害実態の調査が主となって，被爆者に対する援護

の面では十分な対策が講じられずにいた。そのため，被爆による健康

被害だけでなく，生活全般において様々に深刻な被害を受けていた被

爆者らは，長い間，困難な状態に放置された。しかし，被害の特殊性，

深刻さ等から，その援護の必要性が叫ばれ，ようやく昭和２９年（１

９５４年）になって原爆後障害の治療指針が打ち出され，被爆者援護

の要求の高まりもあって，昭和３２年（１９５７年）４月１日，「広

島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者が今なお置かれている

健康上の特別の状態にかんがみ，国が被爆者に対し健康診断及び医療

を行うことにより，その健康の保持及び向上をはかることを目的と」

（１条）して原爆医療法が施行された。同法では，原爆投下当時の広

島市若しくは長崎市の区域内又は政令で定めるこれらに隣接する区域

内にあった者等で被爆者健康手帳の交付を受けたものを同法における

「被爆者」とし（２条），この「被爆者」に対して都道府県知事によ

り毎年の一般検査及び精密検査による健康診断（４条）とそれに基づ

く必要な指導を行い，さらに厚生大臣（当時）において，原子爆弾の

傷害作用に起因して負傷し又は疾病にかかり現に医療を要する状態に

ある「被爆者」について，その負傷又は疾病が原子爆弾の傷害作用に

起因する旨認定した上で（８条），指定する医療機関に委託して診察，

治療，薬剤等の支給，療養看護等を内容とする必要な医療の給付又は

これに代わる医療費の支給を行い（７条ないし１４条），これらの費

用はすべて国が負担するものとされた。被爆者健康手帳の交付につい

ては，交付を受けようとする者は，その居住地（居住地を有しないと

きは，その現在地）の都道府県知事等（居住地が広島市又は長崎市で

あるときは，当該市の長）に申請しなければならないとされ，通達に

より，申請に当たっては，①当時の罹災証明書その他公の機関が発行

した証明書、②前号のものがない場合は、当時の書簡、写真等の記録

　書類，③前２号のものがない場合は，市町村長等の証明書，④前３号

　のものがない場合は第三者（３親等内の親族を除く。）２人以上の証

　明書，⑤前各号のいずれもない場合は，本人以外の者の証明書又は本

　人において当時の状況を記載した申述書及び誓約書を添付書類として

　提出すべきものと定められた。そして，昭和３５年（１９６０年）８

　月の改正により，医療費や医療手当が支給されるようになったが，同

　法には，上記のほかに，その適用対象者に関する定めはなく，これを

　日本国籍を有する者に限定するようないわゆる国籍条項も設けられな

　かった。

（２）しかし，このような医療面での援護措置だけでは被爆者の窮状は改

　善されないことから，昭和４３年（１９６８年）９月１日，「広島市

　及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者であって，原子爆弾の傷害

　作用の影響を受け，今なお特別の状態にあるものに対し，医療特別手

　当の支給等の措置を講ずることにより，その福祉を図ることを目的

　と」（１条）して原爆特別措置法が施行され，上記の原爆医療法８条

　の認定を受けた「被爆者」に対する特別手当（３条），そのうち負傷

　又は疾病の状態にある者に対する医療特別手当（２条）の各支給，原

　爆医療法８条の認定を受けていない「被爆者」であっても，造血機能

　障害，肝臓機能障害その他の厚生省令で定める障害を伴う疾病にかか

　っている者に対する健康管理手当の支給（５条）等が実施されること

　となったが，これらの各手当の支給を受けるためには，居住地又は現

　在地の都道府県知事等の認定を受ける必要があるものとされた（原爆

　特別措置法施行規則）。

（３）その後，上記原爆２法の精神を受け継ぎ，その援護内容を充実させ

　るものとして，平成６年（１９９４年）１２月に，「国の責任におい

　て，原子爆弾の投下の結果として生じた放射能に起因する健康被害が

　　他の戦争被害とは異なる特殊の被害であることにかんがみ，高齢化の

　　進行している被爆者に対する保健，医療及び福祉にわたる総合的な援

　　護対策を講じ」（前文）るものとして被爆者援護法が制定され，平成

　　７年（１９９５年）７月１日，施行された。原爆２法はこれに伴って

　　廃止され，その内容はそのまま被爆者援護法に一本化されて引き継が

　　れるものとされるとともに，各種手当の支給について存在した所得制

　　限の撤廃や原爆死没者の遺族である被爆者に対する特別葬祭給付金の

　　支給，被爆者への福祉事業に対する国の補助等が盛り込まれた。

　　　こうして，被爆者に対する援護は，援護を必要とする被爆者の状況

　　の変化や，その時々の社会状況等に応じて，順次，拡充されてきたも

　　のということができるが，各法律における「被爆者」としての要件に

　　ついては当初から変更されることなく，日本国籍を有する者には限っ

　　ていないものの，居住地又は現在地の都道府県知事等に申請して被爆

　　者健康手帳の交付を受けることが必要とされた。そのため，在韓被爆

　　者を含む日本国外に居住する在外被爆者は，国外に居住したままでは

　　被爆者健康手帳の交付を申請することはできず，申請のためには，少

　　なくとも日本に入国して，日本国内に現在地があるという事実を満た

　　すことが必要とされ，その状況は現在においても変わっていない。

　　　なお，被爆者健康手帳の交付を受けた者は，広島市の統計資料によ

　　れば，平成９年（１９９７年）３月末現在で，全国では約３１万８０

　　００人，広島市で９万５２６０人（このうち外国人は１５２５人）と

　　なっている。また，上記認定したように控訴人らが原爆を被爆した際

　　にいた地域は，いずれも上記の各法律において被爆者として認定を受

　　けることのできる地域とされている。

仁）在韓被爆者に対する援護の状況（甲１９，２２，２３，２７，２９，

　３０，３３ないし３６．３８ないし４１、４４ないし４７．５４、１０

３，２１８，２２８，２３２，乙２６及び２７の各１・２，２８，２９，

３２ないし３７，原審における証人郭貴勲及び中島竜美，弁論の全趣

旨）

（１）日本国内の被爆者に対しては上記のような援護策が講じられる一方

　で，当時の沖縄在住の被爆者を除き，在韓被爆者を含む在外被爆者に

　対しては，ほとんど何らの援護策も講じられなかった。ただ，昭和４

　０年（１９６５年）の日韓条約締結以前には，観光ビザで来日した在

　韓被爆者に対して，被爆者健康手帳が交付された例がわずかにあった

　が，それも日韓条約の締結後は，居住関係がないことを理由に一切交

　付されなくなった。

　　韓国においても被爆者に対する格別の援助が行われることはなく，

　そのため，昭和４２年（１９６７年）７月１０日に，在韓被爆者らに

　よって援護協会が設立されて，昭和４７年（１９７２年）８月には会

　長が来日して当時の三木副総理に要望書を提出し，また，昭和４９年

　（１９７４年）５月１２日には協会の下部組織として同志会が設立さ

　れ，被控訴人三菱に対して被爆補償や未払賃金の請求を行い，同年８

　月には援護協会の役員が来日し，被控訴人三菱に未払賃金の支払等を

　求めて交渉したことがあった。

（２）これらと時期を同じくして，広島市で原爆に被爆して，昭和４５年

　（１９７０年）１２月に日本に不法入国して逮挿され，昭和４６年

　（１９７１年）１０月に原爆医療法に基づいて被爆者健康手帳の交付

　申請をして却下された在韓被爆者孫振斗氏について，被爆者健康手帳

　の交付を求める訴訟（福岡地方裁判所昭和４７年（行ウ）第３３号）（孫振

　斗訴訟）が提起された。そして，昭和４９年（１９７４年）３月３０

　日に，福岡地方裁判所が，原爆医療法は一般の社会保障法と類を異に

　する特異の立法であり，被爆者個々人の救済を第一義とする同法の目

的と，居住関係の存在を要件としたと解し得る規定がないことから，

不法入国した外国人被爆者についても同法の適用を認めるべきである

として，請求を認容して却下処分を取り消すと，被控訴入国は，同年

７月２５日，来日していた在韓被爆者である辛泳沫氏について，日本

における在留期間，その滞在目的等から総合的に判断するに，原爆医

療法に基づき被爆者健康手帳を交付しても差し支えないとして，東京

都知事による被爆者健康手帳の交付を日韓条約の締結後初めて認めた。

　しかし，それと共に，被控訴人国は，同年６月１７日に公布された

原爆２法の一部改正法や同年９月１日施行の原爆特別措置法の施行規

則の一部を改正する省令（都道府県等の区域を越えて居住地を変更し

たときは健康管理手当や特別手当の受給権を失権するという従来の扱

いを改めるもの）に合わせる形で，同年７月２２日付けで，被爆者健

康手帳の交付を受けても，日本の領域を越えて居住地を移した被爆者

には原爆特別措置法の適用がないものと解される旨の４０２号通達を

発出し，これにより在外被爆者は，日本国内で被爆者健康手帳を取得

しても，出国と同時に手帳は無効とされ，同法による健康管理手当や

特別手当の支給も打ち切られるとの措置がとられることとなった。

　そして，上記の孫振斗訴訟については，控訴審の福岡高等裁判所

（同裁判所昭和４９年（行コ）第３号）も，昭和５０年（１９７５年）７月

１７日に，原爆医療法は一面社会保障法たる性格をもちながらも，他

面，被爆者に対する国家補償法的性格をも併有する一種特別の立法と

みるべきであるとして，１審の福岡地方裁判所と同様の判断を示して，

福岡県知事の控訴を棄却すると，被控訴人国は，同年９月１日，適法

に入国していれば入国目的を問わず，おおむね１か月以上滞在する者
であれば居住関係があるものと判断して，被爆者健康手帳を交付して

も差し支えないものとした。さらに，昭和５３年（１９７８年）３月

３０日，最高裁判所も「原爆医療法は，被爆者の健康面に着目して公

費により必要な医療の給付をすることを中心とするものであって，そ

の点からみると，いわゆる社会保障法としての他の公的医療給付立法

と同様の性格をもつものであるということができる。しかしながら，

被爆者のみを対象として特に右立法がされた所以を理解するについて

は，原子爆弾の被爆による健康上の障害がかつて例をみない特異かつ

深刻なものであることと並んで，かかる障害が遡れば戦争という国の

行為によってもたらされたものであり，しかも，被爆者の多くが今な

お生活上一般の戦争被害者よりも不安定な状態に置かれているという

事実を見逃すことはできない。原爆医療法は，このような特殊の戦争

被害について戦争遂行主体であった国が自らの責任によりその救済を

はかるという一面をも有するものであり，その点では実質的に国家補

償的配慮が制度の根底にあることは，これを否定することができない

のである。」「このような原爆医療法の複合的性格からすれば，一般

の社会保障法についてこれを外国人に適用する場合には，そのよって

立つ社会連帯と相互扶助の理念から，わが国内に適法な居住関係を有

する外国人のみを対象者とすることが一応の原則であるとしても，原

爆医療法について当然に同様の原則が前提とされているものと解すべ

き根拠はない。かえって，同法が被爆者の置かれている特別の健康状

態に着目してこれを救済するという人道的目的の立法であり，その３

条１項にはわが国に居住地を有しない被爆者をも適用対象として予定

した規定があることなどから考えると，被爆者であってわが国内に現

在する者である限りは，その現在する理由等のいかんを問うことなく，

広く同法の適用を認めて救済をはかることが，同法のもつ国家補償の

趣旨にも適合するものというべきである。」として，不法入国した被

爆者についても原爆医療法の適用を認め上告を棄却すると，被控訴人

　国は，同年４月，わが国に現在する限りはその理由等を問わないとし

　て，国内に現在する在外被爆者に対しては被爆者健康手帳を交付する

　取扱いに改めた。このように被控訴人国は，裁判所の判断に連れて，

　在外被爆者に対する被爆者健康手帳の交付の取扱いを変更して，次第

　に交付を認める範囲を広げてきたのであるが，これに対して，在外被

　爆者が日本から出国すると，交付を受けた被爆者健康手帳は無効とな

　り，被爆者法における被爆者としての地位も失うとの４０２号通達に

　よる取扱いは見直されることなく，そのまま続けられた。

（３）ところで，援護協会は，その後も，日本政府に対する補償請求や，

　在外被爆者の援護に関する特別立法等を求めて活動を続け，こうした

　運動があって，昭和５４年（１９７９年）６月，日韓両国の政権政党

　間で，在韓被爆者の医療援護に閲し，①韓国医師を日本に派遣して研

　修させる，②日本医師を韓国に派遣する，③在韓被爆者の渡日治療を

　行うとの３項目が合意されたが，このうち渡日治療のみが昭和５５年

　（１９８０年）１１月から開始され，昭和６１年（１９８６年）１１

　月まで広島と長崎の病院において実施された。しかし，約２万人と推

　定される在韓被爆者に対し，渡日治療を受けることができたのは年間

　で６０名程度，合計で３４９人の少数にとどまった。

　　昭和６２年（１９８７年）からは，韓国政府により医療費の９０％

　を国庫が負担するという内容の被爆者援護策が実施され，平成元年

　（１９８９年）からの韓国での国民皆保険制度の実施に当たっては，

　被爆者については自己負担分を政府と援護協会が肩代わりすることに

　より無料で治療を受けることが可能とされた。

　　被控訴人国は平成元年（１９８９年）度と平成２年（１９９０年）

　度の予算に在韓被爆者援護資金各４２００万円を計上して大韓赤十字

　社に支出し，被爆者の治療費として使用されることになった。また，

　　　平成２年（１９９０年），被控訴人国は在韓被爆者の医療援助のため

　　　に４０億円を支出することを決め，大韓赤十字社に対して，平成３年

　　　（１９９１年）１１月に１７億円が，平成５年（１９９３年）２月に

　　　２３億円がそれぞれ交付された。しかし，その使途は，健康診断，治

　　　療，福祉センター建設といった医療援護に限定され，被爆者法による

　　　各種手当の支給に相当するような在韓被爆者に対する給付は行われず，

　　　在韓被爆者らの要求にはほど遠く，その窮状を改善するに足りるもの

　　　ではなかった。そして，被爆者援護法の制定に際しても，在韓被爆者

　　　に対する援護措置が盛り込まれることはなく，その後も依然として上

　　　記の４０２号通達に従った取扱いが続けられた。

３　控訴人らによる本件提訴とその後の状況（甲１，７，１９，２２，２６，

　　８７，１４５，２２８ないし２３０，２３４，２３５，２３７，２３８，

　　２４５の１・２，２４６，２４７の１ないし５，乙２６及び２７の各１

　・２，原審における証人郭貴勲，弁論の全趣旨）

（－）控訴人らは，終戦後，日本からの補償や援護を何ら受けることなく経

　過したが，昭和４３年（１９６８年）４月になって，援護協会が，被控

　訴人三菱に対して未払賃金等の支払を請求し，昭和４９年（１９７４

　年）には同志会が被控訴人三菱に対して補償や未払賃金の支払等を要求

　　し，同年８月には援護協会の役員が来日して被控訴人三菱との直接交渉

　が行われた。

　　　これに対して，被控訴人三菱は，「国，自治体，他の企業，一般社会

　　が救助する動きを見せたとき，その一員として協力する。」旨の回答を

　　したものの，交渉はその後全く進展せず，また，上記のように控訴人ら

　が望むような在韓被爆者に対する援護も実現しないままに推移して，平

　　成７年（１９９５年）になって控訴人らによって本件訴訟が提起される

　に至った。

仁）その後，平成１０年（１９９８年）には，被爆治療のため韓国から日

　本に来て，被爆者援護法に基づき被爆者健康手帳の交付と健康管理手当

　の支給認定を受けた在韓被爆者である郭貴勲氏が，帰国のため日本を出

　国したことを理由に健康管理手当の支給が打ち切られたことが違法であ

　るとして，被控訴人国と大阪府等を相手に，被爆者援護法に定める被爆

　者たる地位にあることの確認と支給打切り後の健康管理手当相当額の支

　払を求めて提訴し（大阪地方裁判所平成１０年（行ウ）第６０号）（郭貴勲訴

　訟），大阪地方裁判所は平成１３年（２００１年）６月１日，日本に居

　住又は現在していることが被爆者援護法における被爆者たる地位の効力

　存続要件とは認められず，日本からの出国によって被爆者たる地位を失

　うものではないとして，同氏の請求を認容し，控訴審の大阪高等裁判所

　（平成１３年（行コ）第５８号，同第１０３号）も，平成１４年（２００２

　年）１２月５日，同様の判断をして，日本に居住又は現在することが被

　爆者法における被爆者たる地位の効力存続要件であるとする被控訴人国

　と大阪府の主張を排斥し，その控訴を棄却した。

　　被控訴人国は，この判決に対して上告せずに，上記４０２号通達によ

　る取扱いを改めることとして，必要な政令及び省令の改正を経て，平成

１５年（２００３年）３月１日付け厚生労働省健康局長通知により，同

　日以降，上記４０２号通達による取扱いを改め，日本に居住地及び現在

　地を有しない者が所持している被爆者健康手帳は有効であるとした上，

　国外への居住地変更の届出，国外における氏名又は居住地の変更の届出，

　国内への居住地変更の届出等の手続を設けるとともに，日本において健

　康管理手当の支給認定を受けた者が出国した場合及び日本において同手

　当の支給申請をした者が出国した後に支給認定を受けた場合であっても

　健康管理手当を支給することとなる旨を各都道府県知事及び広島・長崎

　市長宛に通知した。
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